
　令和２年度の当初予算額は、一般会計で175
億3,853万円です。対前年比19億8,846万円、
12.79％の増額です。特別会計と合わせると
254億3,111万円で、前年度の当初予算より24
億5,366万円、10.68％の増額となっています。
特別会計の総額は、78億9,258万円で前年度

今年度の概要

令和２年度　予算規模

総額総額 254億3,111万円254億3,111万円
に比べると4億6,519万円、6.26％の増額です。
　なお、熊本地震からの復旧・復興費用は24億
5,284万円で、前年度の当初予算より5,722万
円、2.4％の増額となりました。新庁舎建設事
業の増額などが主な要因となっています。

会 計 名 予 算 額 対前年比

一 般 会 計 175億3,853万円 ＋12.79％＋12.79％

特

別

会

計

国民健康保険特別会計 28億8,895万円 ＋2.71％

●国保加入の皆さんが病気やけがをしたときの医療給付や、人間ドックなどの保険事業の会計です。

大津町外四ケ市町村共有財産管理処分事務受託特別会計 4,333万円 －19.39％－19.39％

●大津町、南阿蘇村（旧長陽村）、菊陽町、菊池市（旧旭志村、旧泗水町）、合志市（旧合志町）の市町村
　で 1,108haの共有財産、緑資源公団の分収育林管理などの会計です。

介護保険特別会計 27億4,023万円 －0.38％

●高齢者の皆さんの介護に関するサービス給付が主な会計です。

後期高齢者医療特別会計 3億5,373万円 ＋8.41％＋8.41％

●熊本県後期高齢者医療広域連合が行う後期高齢者の皆さんの医療給付に伴う保険料、健診などが主な会計です。

工業用水道事業会計 8,015万円 －69.21％

　　　　　●熊本中核工業団地内の工場で使用される工業用の水道給水を行うために設けられた会計です。

公共下水道事業会計 15億4,597万円 ＋43.47％＋43.47％

　　　　　●生活環境の向上と河川の汚濁防止などを目的に、生活雑排水などの処理施設を整備する会計です。

農業集落排水事業会計 ２億4,022万円 ＋64.64％

●農村地帯の生活環境の向上と河川の汚濁防止などを目的に、生活雑排水などの処理施設を整備する会計です。

合 計 254億3,111万円 ＋10.68％

　目的別での増額の主な要因は、教育費8憶
8,305万円（67.6 ％）、総務費6億6,142万円
（21.0％）の増によるもので、大津小学校・大津
北中学校増築事業、新庁舎建設事業が主な増額
要因です。消防費は1憶7,725万円（37.2％）の
増額で、新庁舎建設事業に伴う防災行政無線移
設及び防災情報システム設置事業や消防倉庫
建設事業によるものです。民生費は1億3,627
万円（2.6％）の増額で、幼児教育無償化による
施設型給付費・地域型保育給付費の増による
ものです。農林水産業費は5,497万円（9.4％）
減額しており、総合交流ターミナル施設等解体
撤去事業の完了が主な要因です。
　当初予算額には含まれていませんが、宅地
耐震化推進事業や公立学校情報通信ネット
ワーク環境施設整備事業、大津南小学校・大
津中学校屋上改修事業など、令和元年度の予
算から繰り越して実施する事業もあります。

歳出歳出

自主財源　  73億3,538万円（41.8%）
依存財源　102億315万円（58.2%）

歳 入
175億
3,853万円

町税 
50億7,860万円
（29.0%）

繰入金 
16億3,358万円
（9.3%）

その他 1億9,480万円（1.1%）

国庫支出金
26億6,726万円
（15.2%）

地方交付税 
16億5,000万円
（9.4%）

県支出金 
13億8,996万円
（7.9%）

町債 
34億6,920万円
（19.8%）

その他 
10億2,672万円（5.9%）

使用料・手数料 
２億6,306万円（1.5%）

分担金・負担金
1億6,533万円（0.9%）

　自主財源は歳入の41.8％を占め、前年度比
1億3,414万円（1.9％）の増です。町税は前年
度比2億2,958万円（4.7％）の増額となってい
ます。また、分担金・負担金は7,201万円
（30.3％）の減額となっており、令和元年10月
１日から幼児教育を無償化したことによる保
育料の減額が主な要因です。
　依存財源は、前年度比18億5,433万円
（22.2％）の増額です。新庁舎建設事業、大津
小学校・大津北中学校増築事業に係る財源の
計上が主な要因となり、町債が14億8,400万
円（74.8％）増額しています。また、国庫支出
金は3億2,001万円（13.6％）の増額です。県
支出金は1,380万円（1.0％）の増額ですが、こ
のうち熊本地震復興基金交付金は復興事業も
進みつつあることから7,759万円（66.2％）の
減額となっています。

歳入歳入

※合計は端数処理により合わないことがあります。

※合計は端数処理により合わないことがあります。

歳 出
175億
3,853万円

教育費
21億8,842万円
（12.5%）

公債費
17億7,558万円
（10.1%）

議会費　１億824万円（0.6%）

総務費
38億1,013万円
（21.7%）

民生費
54億1,422万円
（30.9%）

予備費　5,759万円（0.3%）

土木費
15億1,875万円
（8.7%）

消防費
6億5,327万円
（3.7%）

労働費　99万円 衛生費
12億6,602万円
（7.2%）

農林水産業費
５億3,290万円
（3.0%）

商工費
2億681万円
（1.2%）

災害復旧費
555万円

令和２年度町の予算

＊表示単位未満端数処理のため合計額は一致しない場合があります。
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